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本稿は, 本誌前号に掲載された片岡千賀之 ｢日中韓漁業関











割の時代を迎えた｡ 変則的な内容とは, 領土問題, 分断国家
の存在と冷戦体制, 大陸棚や排他的経済水域の境界画定が困
難なことから, 漁業に限定した協定であり, 境界画定ができ
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である｡ 一方, 外国漁船による日本水域での操業は, ソ連が









大部分を占め, 次いで大中型まき網) である｡ 前年の推計値
に比べると大幅に低下している｡















か｡ 中国は, 年の国連海洋法会議で, 発展途上国が推進
しているカイリ領海, カイリを支持しており,
年にまとまる日中漁業協定でもそれまでの民間協定の























た｡ 韓国は反共軍事政権で中国とも敵対していた｡ また, 遠




































































































定 (	年１月) を結んでいる｡ 年に両国はカイリ
体制をとったので, 新漁業協定を結び (７月), 北朝鮮はソ
連水域で万トンの漁獲割当量を得た｡ ちなみに, 北朝鮮と



































限界線を設定し, 年月にその南側 (韓国側) 一帯を特
定海域として, 出漁船の統制を行い, 北朝鮮による漁船拉致
の防止に努めた｡ 年代になると, 日本海の ｢大和堆｣ 周
辺でイカ漁場が発見されて, 韓国漁船も出漁するようになっ














に入漁することが認められ, また, 黄海に両国の ｢共同漁業
水域｣ を設けることで合意した｡ この水域は同年６月に衝突














































































化を求めた｡ それに対し, 韓国側は, 遠洋トロールの大幅な
削減はその崩壊につながり, 段階的な削減でなければ受け入
れられない｡ また, 旗国主義は日本の要求でとられた措置で






































































































































千トン, 沿岸漁船 (アマダイ延縄, フグ延縄, その他一本釣
り, 曳縄など) が隻, 約千トンであった｡












































ている｡ ｢外海｣ とは, 東シナ海では東経度以東であり,
日本や韓国近海への進出を物語る水域である｡ 漁法は, 曳網








延べ数) は, ～隻であり, 同期間の違反件数は毎
年, ～隻に及んだ｡
西日本水域に出漁する代表は, 大型トロール, 大型機船底
曳網, アナゴかごである｡ 大型トロール (～トン級)
は九州北西部でウマズラハギを対象に, 大型機船底曳網 (
～トン級) は九州北部や山陰沖でヒラメ・カレイ類など


















代後半からで, 毎年, 領海侵犯, 漁業資源保護水域・特定水
域 ｢侵犯｣ が件を超えるようになった｡ とくに, 
年代に大幅に増加し, 年はそのピークで, 領海侵犯は

件を超え, 漁業資源保護水域・特定水域 ｢侵犯｣ は
長崎大学水産学部研究報告 第号 () 
	



























②韓国は, 浮魚 (大型まき網) の漁獲量	万トンのうち日
本水域で６万トンを漁獲しているが, 中国水域ではほとんど




ばならないが, 日本と中国, あるいは海域, 漁業種類によっ
て影響の仕方が異なる｡
③日本は, 浮魚 (大中型まき網) の漁獲量は	万トンで,
うち３～８万トン (尖閣列島の所属いかんによる) が中国水
域, ５万トンが韓国水域で漁獲される｡ 底魚 (以西底曳網)
の漁獲量は４万トンで, うち１万トンが中国水域での漁獲で






















国, 日本が相次いでそれを批准し, ５月に中国, ７月に日本,
９月に韓国がカイリを設定 (あるいは宣言) した｡




中国は, 年２月に ｢領海及び接続水域法｣ を制定して
おり, 年６月に ｢排他的経済水域及び大陸棚法｣ を制定
した｡













漁獲量計 中国水域 韓国水域 日本水域
125 65 75 50 65資料① 中国 浮魚 約 ～ ～
125 65 75 50 65底魚 約 ～ ～
単位：
23 0 17 6万トン 韓国 浮魚
40 12 25 3底魚
32 3 8 5 19 24日本 浮魚 ～ ～
4 1 0 3底魚
3,160 2,860 300 -資料② 中国
1,521 68 1,205 248単位： 韓国
千トン




号』 (年月) ページ, 資料②はイ・ヨンイル
｢韓中日３国間の両者漁業協定と東シナ海漁業秩序｣ 『国
際法動向と実務 第２巻第３号』 (	年７月) ４ペー
ジ｡
注２：資料①の推定では, 中間線を想定した｡ 尖閣列島をどち
















台湾 (中華民国) は, 世界的潮流に合わせて, 年月
に領海カイリ, カイリを宣言したが, 周辺国と国
交もなく, 宣言だけで施行されなかった｡
時代が降って, 	年１月に ｢領海及び接続水域法｣, ｢排
他的経済水域及び大陸棚法｣ を公布し, 領海カイリ, 
カイリを改めて宣言した｡ 主な内容は, 領海基線は直線







そして, 台湾は翌年２月に領海基線, 領海, 接続水域
の範囲を公示した｡ 公示されたのは, 台湾本島とその附属諸
島, 東沙・中沙・西沙・南沙群島, 尖閣列島 (釣魚台) であ
る｡ 中国大陸, 金門島, 馬祖島は対象外だし, や大陸棚
の範囲は示されていない｡






に, 中国大陸 (金門島・馬祖島を含む), 西沙群島の領海基
線を発表した｡ これには, 台湾や尖閣列島などの領海基線に
ついては触れていないし, 領海の範囲も示していない｡ 	





区域を暫定措置水域 (共同利用水域) とした｡ また, 尖閣列
島を含む北緯度以南については従来通りとした｡ 台湾周辺
はカイリ体制の対象外として, 領土問題, ｢台湾問題｣ を
回避したのである｡ この協定で, 暫定措置水域で台湾漁船が
操業した場合, どちらの国が取り締まるのか (取り締まらな














ンの漁獲をあげて, 底曳網漁業と並ぶ重要な近海 (沖合) 漁
業となった｡ ただ, その主漁場は尖閣列島周辺, 北緯度以
南であって, 日中の新漁業協定によって直接の影響は受けな
い｡















), 年, 台湾は韓国, 北朝鮮と
ともにロシアから北方四島周辺のサンマ漁の許可を得た｡ 日
本政府は ｢台湾政府｣ との交流窓口を通して, 操業停止を求
めたが, 台湾側は民間の事業であって, 規制できないとした｡



















































































たが, 優良漁場である ｢大和堆｣ を日本のにするか, 暫
定措置水域に含めるかが焦点となり, 結果的に ｢大和堆｣ の
約４割と竹島周辺を北部暫定措置水域とした｡
対馬海峡のところは, 日韓大陸棚協定 (年) で設定し
た北部大陸棚境界線を暫定漁業線 (中間線) とし, 東シナ海


















































































いは各国政府に ｢勧告｣ することである｡ 北部暫定措置水域


































業) は, 日本漁船は大中型まき網, 以西底曳網, イカ釣り,
延縄, カツオ一本釣り, 韓国漁船はまき網, サンマ棒受網,

























(スケトウダラ, ズワイガニ, サンマ, スルメイカ) を漁獲
する漁業 (まき網魚種を除く) 及び日本漁船との競合業種






















その他, アナゴかご, ごち網, ふぐたもすくい, シイラ漬け
漁業などは入漁希望がなかったことから全廃となった｡ 割当
量が大幅に削減された漁業は, 漁獲実績が低い刺網, イカ釣













































年 年 年 年 年 年 年1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
1,724 1,664 1,464 1,395 1,232 1,098 1,086日 隻数枠 隻
1,484 1,551 1,391 1,363 1,097 1,040 1,015本 許可隻数 隻
86 93 95 98 89 94 93水 ％
148,218 125,197 99,773 89,773 80,000 70,000 67,000域 漁獲割当量トン
27,734 31,523 23,807 28,879 28,105 20,554 20,306漁獲実績 トン
19 25 24 32 35 29 30％
1,601 1,601 1,459 1,395 1,232 1,098 1,086韓 隻数枠 隻
1,262 1,066 1,154 928 791 681国 許可隻数 隻
79 73 83 75 72 63水 ％
93,773 93,773 93,773 89,773 80,000 70,000 67,000域 漁獲割当量トン
22,126 7,316 16,194 19,669 13,158 25,080 9,640漁獲実績 トン





















ブル, 違反操業が問題になっていた)｡ 日本側から, 日本が
設定している底曳網漁業禁止区域での操業の自粛, 日本の領
海および特定海域 (国際海峡の対馬西水道と東水道) への侵










目していく｣ であったが, 年から ｢重要な魚種のうち資
源状態が悪いものがあることに鑑み, 今後とも適正な管理が
必要である｣ となった｡ さらに, 年の委員会では, ｢漁
業資源が下降の趨勢を呈しており, とくに底魚資源を注視す




















































































を除く) においては, 既存の漁業秩序を維持する (相手国に
自国の法令を適用しない)｡ 東シナ海より南の東経度分
































(６万トン), 日本漁船は漁業種類別ではなく, 底曳網, まき





















隻数枠は当初, 減少したが, その後は一定している｡ しか
し, 許可隻数は～％と低く, それだけ入漁希望が少なかっ
た｡ 漁獲割当量は, 当初から中国側とほぼ等量で, 縮小均衡
を辿っている｡ 漁獲実績はわずか数％という異常な低さであ
片岡, 西田：日中韓漁業関係史 Ⅱ
年 年 年 年 年 年2000 2001 2002 2003 2004 2005
月6-12
1,122 1,222 1,032 989 900 658日 隻数枠 隻
1,048 892 980 887 586 400本 許可隻数 隻
93 73 95 90 65 61水 ％
70,000 73,000 62,546 54,533 47,266 12,711域 漁獲割当量 トン
11,544 18,660 13,018 6,401 19,519 4,543漁獲実績 トン
16 26 21 12 41 36％
710 575 575 575 575 570中 隻数枠 隻
177 186 153 122 122 116国 許可隻数 隻
25 32 27 21 21 20水 ％
70,800 70,300 62,546 54,533 47,266 12,711域 漁獲割当量 トン
714 4,400 8,805 1,756 1,494 0漁獲実績 トン











年にようやく, 漁獲量の上限 (努力目標) を年の
実績とすること, 漁獲報告や ｢入漁船｣ 名簿の交換が合意さ
れた｡ 年は双方が国連海洋法条約を批准した年であり,
その時の暫定措置水域での漁船数と漁獲量は, 中国は２万隻,







































































































































２倍以内で決着した｡ すなわち, 中国側は	隻, 万ト











ロール, まき網は東経度以西 (日中の中間水域で, 当初
中国が主張した東限), 大型トロール禁止ライン内は原則禁






















釣り, まき網, 底曳網, かご, あんこう網, 刺網となってい
る｡ 中国水域といっても, 機船底曳網漁業禁止区域, 年
からは長江河口域は入漁できず, その他, コウライエビやフ
ウセイの保護区もある｡ 日中の暫定措置水域においては中国










～ 年 年 年2001.6 2003 2004 2005
2002.12
2,796 2,531 2,250 2,100韓 隻数枠 隻
939 1,524国 操業隻数 隻
34 60水 ％
164,400 93,000 83,000 77,500域 漁獲割当量 トン
45,837 37,980 17,340漁獲実績 トン
28 41 21％
1,402 1,402 1,402 1,600中 隻数枠 隻
403 321国 操業隻数 隻
29 23水 ％
90,000 60,000 60,000 68,000域 漁獲割当量 トン




にある｡ そして, 入漁実績の低さは, 漁獲割当量の削減を受
容する条件になった｡
過渡水域での操業は, ４年間で順次, 隻数の格差を縮小す








域, 過渡水域, 現行操業維持水域の設定, 相互入漁における
漁獲割当量の段階的削減) がとられたとはいえ, 自国漁業の

































浮魚をサバ類, アジ類, イカ類に限定すると, その漁獲量は

万トンから万トンへ増加し, 年は	万トンに達して


















年は渤海, 黄海, 東シナ海, 南シナ海において万隻

















成果を伴わず, ｢マイナス成長｣ 宣言にしたがって, 年
から５年間で, 毎年隻 (５年間で計３万隻), ５万人
(計
万人) の減船・転業が計画された｡ 隻数からすると,





















これは, 浮魚漁業, 底魚漁業とも同じ傾向である｡ だが, そ
の理由は, 浮魚漁業は資源変動と大型まき網の減船, 底魚漁













沿岸・近海漁船を対象とした ｢一般減船｣ が, ～年
は新漁業協定によって影響を受ける近海漁船を対象とした

























バ類, マアジ, マイワシ, 日本海の沖合で漁獲されるズワイ
ガニ, ベニズワイガニ, スルメイカ, 沿岸の貝類 (ウチムラ
サキガイ, タイラギ, 済州島サザエ) とガザミの３つに大別
される｡ つまり, 東シナ海・黄海の近海底魚漁業 (底曳網,















当海域での主な漁業は, 大中型まき網, 以西底曳網, アマ
ダイ延縄などである｡
大中型まき網は, その漁獲量千トンのうち約６割が日


































































日韓, 日中の新漁業協定が締結, 発効して, 新協定による
影響を緩和するために基金が設けられた｡ 日韓は年度か
ら億円の基金で, 日中は年度から	億円の基金でス










制度を実施した｡ 最初は, サンマ, スケトウダラ, マ



































のそれより多い｡ 違反内容は, 操業日誌の不記載, 割当て証
の不携帯, 割当て表示板の不掲示などである｡ 韓国漁船の拿
捕件数を業種別にみると, 延縄漁業が最も多く, 主に対馬周












長崎大学水産学部研究報告 第号 () 
EEZ EEZ韓国の領海･ 日本の領海･
1999 2000 2001 2002 2003 1999 2000 2001 2002 2003
4 1 3 1 0 23 25 21 33 23日本漁船 韓国漁船
0 0 0 0 0 3 0 0 0 0領海 領海
EEZ 4 1 3 1 0 EEZ 20 25 21 33 23
80 62 174 175 240 4 19 9 12 12中国漁船 中国漁船
60 34 34 40 118 4 11 0 0 0領海 領海






































































相互入漁の将来は, 底魚漁業は排除 (資源の分割) が進み,
各国は自国水域における資源の保護と持続的利用を進めてい

















(東京大学出版会, 年) １～ページ, 水上千之
『日本と海洋法』 (有信堂, 年) ～	ページ, 参
照｡
２) 領海はカイリとしたが, 対馬海峡西水道, 同東水道を
含む５つの海峡を特定海域として３カイリにとどめた｡




３) 森実孝郎 『新海洋法秩序と日本漁業』 (創造書房, 昭和
年) ～ページ｡
４) 『海里関係資料』 (長崎県水産部, 昭和年１月) ８
～ページ｡
５) 日韓の大陸棚に関する２つの協定のうち, 北部協定 (対
片岡, 西田：日中韓漁業関係史 Ⅱ













研究会, 平成７年３月) 	, 	ページ, ｢日朝漁業暫定
合意書に調印｣ 『水産界 
	』 (昭和	年１月) 	,
ページ, ｢日朝民間漁業交渉 年漁獲割当量, 前年
並みで妥結｣ 『水産界 
	』 (平成２年２月) ,











』 (年４月) , ペー
ジ, 『中国漁業年鑑』 (中国農業出版社, 年) 
ページ, 李秉き・崔宗和 ｢韓半島周辺水域の国際漁業関
係と展望｣ 『水産海洋教育研究 第３巻第１号』 (年
３月, ハングル) ～ページ, 連合ニュース ｢中国漁
船, 北朝鮮漁場操業推進｣ (年月日, ハングル),
同 ｢北朝鮮・中国共同漁労協約, 政府対策要求｣ (
年９月６日, ハングル), ハナエ民族新聞 ｢中国漁船,
北朝鮮水域で操業開始｣ (年９月日, ハングル)｡
９) 山本忠 ｢韓国漁業の展開とその問題｣ 『漁業経済研究
第巻第１・２合併号』 (年月) ３ページ, 時村
宗春・大滝英夫・金大永 『韓国の漁業』 (海外漁業協力
財団, 平成年月) ～ページ, 前掲 『日本と海洋
法』 ～ページ｡
) 『東アジア関係国の漁業事情』 (海外漁業協力財団, 
年９月) ９, , ～ページ, ｢日韓トップ会談物別れ｣
『水産界 





	』 (平成４年３月) ～ページ, 松
浦勉 ｢韓国漁船操業の現状と課題｣ 『水産界 
』
(平成５年９月) ８～ページ, 同 ｢北海道周辺水域に
おける韓国漁船の操業状況 上｣ 『水産界 
』
(平成６年４月) ～ページ, 同 ｢同 下｣ 『水産界

』 (平成６年５月) ～ページ, 前掲 『全漁
連の運動と事業のあゆみ』 ～	ページ, 『水産庁
年史』 (同刊行会, 平成年) ～	ページ｡
) 前掲 『東シナ海・黄海及び日本海における漁業管理レジー





』 (昭和	年８月) ～ページ, 前
掲 『東アジア関係国の漁業事情』 ～	ページ｡
) 前掲 ｢中国の水産業｣ ページ, 『平成４年度東シナ海・
黄海漁業資源保全対策検討会議事録要録』 (西海区水産
研究所, 平成５年６月) ページ, 深町公信 ｢国連海洋
法条約に関連する韓国の国内法｣ 『関東学園大学法学紀
要 第号』 (	年月) ～ページ｡
) 片岡千賀之 ｢東シナ海・黄海における漁業の国際的再編
とカイリ規制｣ 『漁業経済研究 第巻第２号』
(年月) ～ページ, イ・ヨンイル ｢韓中日３
国間の両者漁業協定と東シナ海漁業秩序｣ 『国際法動向





続水域法｣ に改定された際, 大韓海峡 (対馬海峡西水道)
は３カイリにとどめられた｡
) 行政院研究発展検討委員会 『海洋白書』 (年, 中国
語) ～ページ, 尹章華 『排他的経済水域及び大陸棚
法逐条解説』 (文笙書店, 年, 中国語), 同 『両岸海
域法』 (文笙書店, 年, 中国語), 前掲 『東シナ海・
黄海における漁業資源共同管理の研究』 , , , 
ページ, 『東シナ海・南シナ海の単船底曳網漁業 (
年)』 (国立台湾大学海洋研究所, 年, 中国語) ペー
ジ｡
	) ｢各国の水産事情 




) 杉山普輔 ｢新日韓漁業協定締結の意義｣ 『ジュリスト

』 (年３月１日) ～ページ, ｢日本,
漁業協定一方的破棄の波紋｣ 『現代海洋 年２月』
(ハングル) ～ページ, 深町公信 ｢日韓漁業問題｣
水上千之編著 『現代の海洋法』 (有信堂, 年) ～
ページ, 崔宗和 ｢新韓日漁業協定の構成と法的性格｣
『水産経営論集 第巻第２号』 (年月, ハングル)
１～ページ, 崔宗和 『現代韓日漁業関係史研究』 (海




ジ, ｢日韓新漁業協定が基本合意｣ 『水産界 
		』
(平成年月) ８～ページ, ｢漁政の窓 第号｣
(平成年５月日), 花房征夫 ｢日韓漁業紛争, 何が問
題なのか｣ 『現代コリア 年９月号』 ～ページ｡





長崎大学水産学部研究報告 第号 () 
竹島の領有権と結びつけられるのを避けるためである｡
) 日本の主張は, 竹島を基点とし, 鬱陵島との中間線を引
くというもので, 韓国の主張は, 鬱陵島を基点とし, 隠
岐との中間線である｡ 鬱陵島を基点としても竹島は韓国
のに含まれるし, 竹島を領土係争地にしたくなかっ




















, ページ, ジョン・ヘーウン ｢韓中漁業協定上の
過渡水域消滅と西海漁業秩序の変化｣ 『国際法動向と実
務 第４巻第２号』 (年５月, ハングル) 
～ペー
ジ｡





) 各年次 『水産年鑑』, ｢中国底引操業の自主規制を強化｣
『水産界 』 (平成５年４月) , ページ｡
｢漁政の窓 第号｣ (平成年６月日), ｢同 第

号｣ (平成年４月日), ｢同 第号｣ (平成年６
月日)｡
) 三好正弘 ｢日中漁業問題｣ 前掲 『現代の海洋法』 	～
ページ｡
) 『平成６年度東海・黄海底魚資源管理調査委託事業報告
書』 (水産庁, 年３月) ～ページ, ｢中華人民
共和国政府と大韓民国政府との漁業協定｣ 『中国水産
年５月』 (中国語) ５～８ページ, ｢韓中協定, 過
渡水域設定で衝撃緩和｣ 『現代海洋 
年月』 (ハン
グル) ～ページ, ｢韓中, 韓日漁業協定 外交不在
で不平等, 不公正な条約を締結｣ 『現代海洋 年
月』 (ハングル) 
, ページ, ｢韓中漁業協定, 漁業管




第２号』 (年月, ハングル) １～ページ, 
・｢韓中漁業協定の評価及
び今後の課題｣ 『水産経営論集 第巻第２号』 (年
月, ハングル) 	～ページ, 崔宗和 『韓中漁業協定









する研究』 (海洋水産部, 年月, ハングル) １～
	ページ｡
) 王衍亮・婁小波 ｢｢ゼロ成長｣ 政策下の中国漁業と漁業
管理政策｣ 『漁業経済研究 第
巻第３号』 (年２月)







ページ, 前掲 ｢中国, 韓国と日本の共同漁業管理方案
の研究報告｣ ～ページ, 尤永生・方佩几 ｢海洋漁
獲漁民の転職転業問題に関する考察｣ 『中国漁業経済
年２月』 (中国語) 	ページ, ｢今年上半期全国漁業
経済の形勢分析と展望｣ (農業部漁業局, 年６月
日, 中国語), 厳旭光 ｢中日, 中韓漁業協定の実施によ
る舟山漁業の影響と対策｣ 『舟山漁業 第
期』 (年,
中国語) , ページ, 『年 中国漁業年鑑』 (楊軼
訳) ページ, 郭文路・黄碩琳 ｢中国海面漁業の漁獲強
度抑制に関する問題点と対策の検討｣ 『上海水産大学学






















































長崎大学水産学部研究報告 第		号 () 
片岡, 西田：日中韓漁業関係史 Ⅱ
